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・・・・・・
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学校教育のみを受ける場合における利用手続（イメージ）
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※ 受給者証は、主として、施設が保護者負担の区分を確認するためのものであるが、その要否を含め、今後、更に検討。



新たな制度における契約方式

市町村

利用者 幼稚園

※市町村によっては、幼稚園が利用者に代わって幼稚園就園奨励費を代理受領し、
保育料の軽減を図る仕組みを取っている。

学校教育

保育料

契 約

市町村

利用者 こども園
（仮称）

保育料

公的契約

学校教育・保育の提供

・質の確保された学校
教育・保育の提供責
務
・利用者支援、調整

・質の高い学校教
育・保育の提供

・応諾義務（正当な
理由のない場合）

【
幼
稚
園
】

【保
育
所
】

＜現行制度＞ ＜新たな制度＞

【
こ
ど
も
園
（
仮
称
）
】

市町村

利用者 認可保育所

保育の実施

サービス提供

○ こども園給付（仮称）については、保護者に対する個人給付を基礎とし、確実に学校教育・保育に要する費用に充てるため、
法定代理受領の仕組みとする。

○ 例外のない保育の保障の観点から、市町村が客観的基準に基づき、保育の必要性を認定する仕組みとする。

○ 契約については、保育の必要性の認定を受けた子どもと受けない子どものいずれについても、市町村の関与の下、保護者が
自ら施設を選択し、保護者が施設と契約する公的契約とし、「正当な理由」がある場合を除き、施設に応諾義務を課す。

○ 入園希望者が定員を上回る場合は「正当な理由」に該当するが、この場合、施設は、国の選考基準※に基づき、選考を行う。
※ 保育の必要性の認定を受けた子どもについては、保護者の就労状況等に基づく保育の必要度に応じて選定することを基本とする。保育の必要性の認定を受けな
い子どもについては、施設の設置者が定める選考基準（選考方法）に基づき選考することを基本とする。

○ 公的契約に関する市町村の関与については、次の通りとする。
① 管内の施設・事業者の情報を整理し、子育て家庭に広く情報提供し、相談に対応する。市町村のあっせん（市町村による、利用可能な施設との契約の補助）によ
る利用が必要と判断される場合には、保育の必要性の認定等と合わせて、市町村が利用可能な施設・事業者をあっせんする。

② 当面、保育需要が供給を上回っている場合には、市町村に利用希望を提出すること等により、市町村が利用調整を行う。

③ 契約による利用が著しく困難と判断した場合には、市町村が措置による入所・利用を行う。
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市町村の関与の具体的仕組み

①優先利用
申込み

②優先利用
申込み受付

③利用調整

・ 優先度合いに応じて、
市町村で利用調整

○利用希望
（第○希望ま
で）

○必要書類

⑥利用調整結果
の通知

⑩利用契約
締結

⑩利用契
約締結

⑤利用希望
者の確認

⑦利用調
整結果

④利用希望者の
情報提供

⑧利用契
約申込み

⑨利用契約
受付

利用者 市町村

③利用契約
締結

①利用契約
申込み

利用者

③利用契約
締結

②利用契約
受付

市町村事業者事業者

※第２希望以降については、優先利用と同様の仕組み。

【優先利用】 【通常利用】

→ 優先利用については市町村が調整、それ以外は利用者が事業者

に直接申込み（必要に応じて市町村が利用調整）、第２希望以降は
優先利用と同様に調整。
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個別の契約
に当たって
の相談・援
助

事前の情報提供・開示 事前の
情報提
供

事前の情報提供

※保育の必要性の認定を受けた場合
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保育所
（支出）

新たな制度における価格設定のイメージ

＜現行制度＞

施設の
減価償却費

＊法律に基づき
利用者が
一部負担

（低所得者には
一定の配慮）

＜新たな制度＞

入学金・保育料等

（低所得者は免除）

Y施設
（収入）

幼稚園（Ａ）
（支出）

事業費
・冷暖房費、教材費、
食材費

施設整備
費等
・通常の施設
・大型遊具等

人件費

管理費
・光熱費

特別な教材費、
制服代等

事業費
・冷暖房費、教材費、
食材費

施設整備
費等
・通常の施設
・大型遊具等

人件費

管理費
・光熱費

特別な教材費、
制服代等※１

こども園
給付
（仮称）

上
乗
せ
徴
収※

２※

３

※１市町村との協議が必要。

こども園
給付
（仮称）

施設の
減価償却費

＊法律に基づき
利用者が
一部負担

（低所得者には
一定の配慮）

実費徴収（上限あり）
（低所得者に補足給付）

施設整備
費等
・通常の施設
・大型遊具等

管理費
・光熱費

人件費

特別な教材費、
制服代等

幼稚園（Ｂ）
（支出）

事業費
・冷暖房費、教材費、
食材費

Ｘ施設
（収入）

上
乗
せ
徴
収※

２

実費徴収（上限あり）
（低所得者に補足給付）

公

定

価

格

公

定

価

格

保
育
所
運
営
費

※２上乗せ理由及び徴収額については施設が情報開示。
※３実費徴収以外の上乗せ徴収（入学金・保育料等）は上限設定はしない。また、
当分の間、市町村及び社会福祉法人以外の者が設置する施設に限る。
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（参考）指定制度における情報開示項目（案）
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１．学校教育・保育の理念など、施設の運営方針

２．学校教育・保育の内容及びその特徴

３．一人の職員が担当する子どもの数

４．職員の保有免許・資格や経験年数

５．定員以上に応募がある場合の選考基準

６．上乗せ徴収（実費徴収を除く）の有無

７．６で「有」の場合、その理由及び上乗せ徴収額 等


